
（別記様式１）

競争参加資格確認申請書

平成○○年○○月○○日

支出負担行為担当官

四国森林管理局長

○ ○ ○ ○ 殿

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

平成○○年○○月○○日付けで入札公告のありました○○○○業務に係る競争に参加する

資格について、確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令165号）第70条の規定に該当する者でないこと、

及び添付書類内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 入札公告の記の２．（６）に定める業務実績を記載した書面

２ 入札公告の記の２．（８）に定める配置予定の技術者の資格を記載した書面

３※入札公告の記の２．（６）･（８）に定める１及び２の内容を証明するための書面

（注 ３※は、四国森林管理局長が必要と認めた場合のみ）

（備考）１ 用紙の大きさは日本工業規格A列４とする。

２ 承諾を得て紙入札方式による場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏

名を記載し、簡易書留料金分を加えた郵送料金の切手を貼った長３号封筒を申請書

と併せて提出すること。

３ 提出方法については、入札説明書「５．競争参加資格の確認等」によること。

４ 印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。



（表紙１）

平成○○年○○月○○日

支出負担行為担当官

四国森林管理局長

○ ○ ○ ○ 殿

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

○○○○業務競争参加資格確認資料

所在地（本社（本店、支店、営業所）の所在地を記入すること。）

業者コード

建設コンサルタント登録○○－○○○○

地 質 調 査 業 務 登 録○○－○○○○

連絡先 氏名：

電話：

標記について、平成○○年○○月○○日付けで公告のありました「○○○○業務」の競争参

加資格確認資料を別紙のとおり提出します。

注１） 提出方法については、入札説明書「５．競争参加資格の確認等」によること。

注２） 印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。



（別記様式２）

同種業務の実績（例）
商号又は名称：

番 号
項 目

業 業 務 名

務 発 注 機 関 名

名 履 行 場 所 （都道府県名・市町村名）

称 契 約 金 額

等 履 行 期 限 平成 年 月～平成 年 月

業

務 業 務 の 内 容

の

概

要 業務成績（評定点）

等

業務の履行条件その他

（備考）１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。
２ 公告において明示した参加資格が的確に判断できる具体的項目（（例）を参考として、当該業務に則した項目）を設定すること。
３ 業務成績が複数以上を必要とする場合は、右欄（番号）を追加して記載すること。
４ 公告において明示した資格が確認できる契約書等の写しを添付すること。
５ 記載する業務が森林管理局等が発注した業務である場合にあっては、当該業務に係る業務成績評定通知書の写しを添付すること。

ただし、業務成績評定点が60点以上のものに限る。
６ 同種業務の業務実績は、契約金額（最終契約額）１００万円以上とする。



（別記様式３）

配置予定技術者の状況（例）

名 称
項 目

配置予定の管理技術者名

氏 名 ○○○○（ふりがな）

会 社 名

最 終 学 歴 ○○大学○○学科 年卒業

技術士（森林土木部門）RCCM（森林土木
法 令 に よ る 資 格 部門）林業技士（森林土木部門）等

（取得年月日、登録番号）

業 務 名

発 注 機 関 名

業 務 場 所 （都道府県名・市町村名）

契 約 金 額

履 行 期 限 平成 年 月～平成 年 月

従 事 役 職 管理技術者、照査技術者、担当技術者

業 務 の 内 容

業務成績（評定点）

（備考）１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。
２ 公告において明示した参加資格が的確に判断できる具体的項目（（例）を参考として、当該業務に則した項目）を設定すること。
３ 公告において明示した資格が確認できる契約書等の写しを添付すること。
４ 記載する業務が森林管理局等が発注した業務である場合にあっては、当該業務に係る業務成績評定通知書の写しを添付すること。ただし、業務成績評
定点が60点以上のものに限る。（担当技術者の場合は60点(見なし点数)とする。）

５ 従事した業務の契約金額については、「同種業務の実績」に同じ。



（表紙２）

（用紙A4）

平成○○年○○月○○日

支出負担行為担当官

四国森林管理局長 殿

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

技 術 提 案 書
○○○○○○○○○○業務

所在地（本社（本店、支店、営業所）の所在地を記入すること。）

業者コード

連絡先 氏名：

電話：

平成○○年○○月○○日付けで公告のありました「○○○○業務」について、下記の技術提

案書を提出します。

なお、技術提案書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 業務の実施体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別記様式４）

２ 配置予定技術者の能力（資格者証等の添付書類を含む）

（１）配置予定技術者の経験及び能力・・・・・・・・・・（別記様式５）

（２）配置予定技術者の過去２年間の管内の業務成績・・・（別記様式６）

３ 低入札価格調査等対象業務の有無・・・・・・・・・・・・（別記様式７）

４ 企業の業務成績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別記様式８）

５ 業務の計画

（１）実施方針及び実施手順・・・・・・・・・・・・・・（別記様式９－１、９－２）

（２）工程計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別記様式９－３）

６ 技術提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別記様式１０）

注１） 提出方法については、入札説明書「５．競争参加資格の確認等」によること。

注２） 印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。



別記様式４

業 務 実 施 体 制 （ 例 ）
（業務名：○○○○○○○）

会社名：○○○○○○（株）

配置予定技術者名 所属・役職 資 格 担当業務の内容

ふり がな
管理技術者 ○○ ○○

ふり がな
照査技術者 ○○ ○○

ふり がな
○○ ○○

ふり がな
担当技術者 ○○ ○○

ふり がな
○○ ○○

（注）１ 配置予定技術者名には「ふりがな」を付すこと。
２ 資格は、その種類、部門（選択科目）を記載すること。

３ 照査技術者については、「森林整備保全事業の調査・測量・設計等を外注する場合の取

扱要領の制定について」（平成７年４月１日付け７林野治第1078 号林野庁長官通達）別表

「技術者の資格区分」における設計業務等の技術者の名称の主任技師と同等以上の技術経

歴を有する者とする。



別記様式５

予定技術者の経歴及び能力（例）
（業務名：○○○○○○○）

会社名：○○○○○○（株）

氏 名 生年月日 年 月 日

所属・役職

法令等に基づく資格・免許（資格の種類、部門（選択科目）、登録番号及び取得年月日）

過去１５年間の同種業務の管理技術者としての実績及び成績 ※ 計○○件

業 務 名 業 務 概 要 発注機関名 履行期間 従事技術者 評定点

管理技術者

継続教育に対する取組み状況（前年度の取得単位）
○森林分野の取得単位 ○○CPDポイント（単位を証明する資料の写しを添付）
○その他分野の取得単位 ○○CPDポイント（ 〃 ）

手持ち業務の状況（平成 年 月 日現在） 計○○件 ○○百万円

業 務 名 発注機関名 履行期間 契約金額

（注）１ 過去１５年間とは、前年度より過去１５カ年度とし、当該年度は含めない。発注機関
が国、都道府県、市町村の順に最大３件を記載する。なお、同種業務に従事した実績は
あるが管理技術者として従事した実績がない場合は照査技術者、照査技術者として従事
した実績がない場合は担当技術者として従事した実績を記載する。

２ ※は、契約金額１００万円以上の森林土木事業に関する業務。
３ 記載する業務が森林管理局等の発注した業務である場合にあっては、当該業務に係る
業務成績評定通知書の写しを添付すること。ただし、業務成績評定点が 60 点以上のもの
に限る。

４ 同種とは、発注者が業務説明書等で定義した業務。
５ 手持ち業務とは、国有林及び国有林以外の森林土木事業、その他公共機関の受注業務
を含み、管理技術者として従事している契約金額が１千万円以上の全ての業務とし、競
争参加資格申請の締切日の日付けで記載すること。



別記様式６

予定技術者の過去２年間の管内の同種業務成績（例）
（業務名：○○○○○○○）

会社名：○○○○○○（株）

計 ○○ 件

番号 業 務 名 発注機関名
履行完了

評定点 備 考
年 度

※ 四国森林管理局所掌の契約金額百万円以上の森林土木業務で、平成26年4月1日から平成28年3
月31日までに完了し、引き渡した業務に係る予定管理技術者の管理技術者、照査技術者として
従事した同種業務成績評定を全て記載し、業務成績評定通知書の写しを添付すること。



別記様式７

（用紙 A4）

低入札価格調査等対象業務の有無等について

会社名：○○○○○○（株）

項 目 具 体 的 な 項 目 有 無

低入札価格調査等 平成26年度及び平成27年度における低入札価格調査等対象業務 有・無

対象業務の有無 の有無

○低入札価格調査等対象業務が有の場合 有・無

１．入札年月日

２．業務名

３．欠格の有無

（注）１ 低入札価格調査等の等には、品質確保基準価格調査（百万円以上１千万円未満で設定）
を含む。

２ 四国森林管理局所掌の森林土木業務で、平成26年4月1日から平成28年3月31日までに完
了した全ての森林土木業務を記載すること。



別記様式８

企業の過去２年間の管内の業務成績

会社名：○○○○○○（株）

番号 業 務 名 発注機関名
完 成

評定点 備 考年 度

※ 四国森林管理局所掌の森林土木業務で、元請けとして平成26年4月1日から平成28年3月31日ま
でに完成し、引き渡した業務に係る業務成績評定を全て記載し、業務成績評定通知書の写しを
添付すること。



別記様式９

業 務 の 実 施 方 針（例）
（業務名：○○○○○○○）

会社名：○○○○○○（株）

１ 実施方針（９－１）

（注）業務目的、内容、調査地域の特性、保安林における制限等を踏まえて簡潔に記載する。

２ 実施手順（９－２） （業務フロー図等）

（注）本業務を実施する際の流れを簡潔に記載する。



別記様式９－３

業 務 工 程
業務名：○○○○○○○○
会社名：○○○○○○（株）

項 目 単位 数 量 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 備 考

10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20

１．準備計画

２．現地調査

３．○○の検討

４．○○の検討

５．○○計画作成

６．報告書作成

７．業務打合せ

（注）１ 検討項目は、業務の内容等に応じて適宜選定する。
（注）２ 各項目の主たる担当技術者名を備考欄に記載する。



別記様式１０

技 術 提 案（例）
（業務名：○○○○○○○）

会社名：○○○○○○（株）

① 総合的なコストに関する事項

（工事コストの縮減）

（維持管理費や更新費を含めたライフサイクルコスト等）

② 工事目的物の性能・機能又は調査の精度に関する事項

（工事目的物の初期性能の持続性、耐久性等の性能・機能）

（調査精度の維持、向上のための取組等）

③ 社会的要請に関する事項

（環境の維持：水質汚濁、木製構造物、生物多様性、景観保全等に対する取組）

（施工への配慮：工期・施工方法、既設構造物等施工上の取組）

（特別な安全対策が必要な場合の取組）

（工事に係る現地発生材利用、省資源・リサイクル対策への取組）

（注）１ ①②③について、業務の内容や調査対象となる地域・箇所の特性を踏まえ具体的かつ簡
潔に記載することとし、A4判2枚以内（写真等を含む）にまとめること。なお、別紙又は
資料の添付は認めないが、提案内容に応じ不可欠な場合は、事前に発注者の了解を得た場
合に限り可とする。
２ 技術提案書(新技術の導入、工夫等)の作成にあっては、提案の意図（目的、得られる効
果等）が判読（提案箇所に下線を付す等）できるよう記載すること。提案の意図（目的、
得られる効果等）が不明な場合は、評価の対象としません。



平成○○年○○月○○日

業 務 成 績 確 認 申 請 書

四国森林管理局長 殿

○○県○○市○○

○○○○株式会社

代表取締役 ○○○○ 印

下記の業務における業務成績評定点について、評定通知書を紛失しましたので確認をお願い

します。

記

１ 業務名 ： ○○○○○○○○○○業務

２ 履行期限： 平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日

３ 受注者名： ○○○○株式会社（現「△△株式会社」）

４ 請負金額（最終）： □□□，□□□，□□□円



（参考）

管理技術者の資格区分

技術者の名称 技 術 経 歴

技 師 長 １ 技術士法（昭和３２年法律１２４号）第１４条に規定する技術士の登
録（森林土木部門の登録に限る。）を受けた者

２ 外注する調査等に関する専門的な知識及び技術を有し、かつ、その実
務経験が通算５箇年以上ある者で、次の各号のいずれかに該当するもの

（１）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（同法６９条の
２に規定する大学（以下「短期大学」という。）を除く。）又は、旧大
学令（大正７年勅令第３８８号）による大学において、林業又は土木
に関する課程を修めて卒業した者（以下「大学卒」という。）であって、
卒業後、森林土木部門の職務に従事した期間が２３年以上ある者

（２）短期大学、学校教育法による高等専門学校又は旧専門学校令（明治
３６年勅令第６１号）による専門学校において、林業又は土木に関す
る課程を修めて卒業した者（以下「専門学校卒」という。）であって、
卒業後、森林土木部門の職務に従事した期間が２７年以上ある者

（３）学校教育法による高等学校若しくは旧中等学校令（昭和１８年勅令
第３６号）による中等学校を卒業した者又はこれと同等以上の資格を
有する者のうち、林業若しくは土木の知識及び技術を有していると認
められる者（以下「高等学校卒」という。）であって、卒業（上記学校
の卒業と同等以上の資格を取得した場合を含む。）後、森林土木部門の
職務に従事した期間が３２年以上ある者

（４）(社)日本森林技術協会が行う林業技士の登録（森林土木部門の登録
に限る。）を受けた者又はこれと同等の能力を有する技術者であって、
森林土木部門の職務に従事した期間が１２年以上ある者

主 任 技 師 外注に係る設計業務等に関する専門的知識及び技術を有し、かつ、そ
の実務経験が通算２箇年以上ある者であって、次の各号のいずれかに該
当するもの

（１）大学卒であって、卒業後、森林土木部門の職務に従事した期間が１
８年以上ある者

（２）専門学校卒であって、卒業後、森林土木部門の職務に従事した期間
が２３年以上ある者

（３）高等学校卒であって、卒業後、森林土木部門の職務に従事した期間
が２７年以上ある者

（４）林業技士の登録を受けた者又はこれと同等の能力を有する技術者で
あって、森林土木部門の職務に従事した期間が８年以上ある者


